
前橋市公共下水道施設損傷負担金の徴収等に関する要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、前橋市下水道計画区域（下水道法施行令「昭和３４年４月２２日政

令第１４７号」第３条の予定処理区域をいう）において、下水道法（昭和３３年４

月２４日法律第７９号）第１８条の規定による損傷負担金について、必要な事項を

定めるものとする。 

 

 （損傷負担金の調査） 

第２条 公共下水道の施設又は流域下水道の施設（以下「下水道施設」という。）が損傷又

は機能的障害（以下「損傷」という。）を受けた事実を知った時は、損傷の状況、損

傷の原因、損傷の原因である行為をした者（以下「原因者」という。）、復旧等の工

事の必要の有無等を調査し、損傷事実調査書（様式第１号）を作成する。 

 

 （原因者の立会い等） 

第３条 前条の調査の結果、原因者が判明した時は、原因者に立会いを求めて、損傷の状

況、原因等を確認し、損傷事実確認書（様式第２号）を作成する。 

２ 原因者が前項に規定する立会いに応じなかった時は、損傷の状況、原因等を損傷

事実通知書（様式第３号）により、原因者に通知しなければならない。 

 

 （損傷負担金の負担） 

第４条 前第２条に規定する調査の結果、下水道施設に復旧等の工事（以下「復旧工事」

という）が必要と認められる場合で、当該復旧工事を必要ならしめた原因者が確定

したときは、当該原因者（以下「負担義務者」という。）に損傷負担金を負担させる。 

 

（損傷負担金の額） 

第５条 負担義務者が負担する損傷負担金の額は、当該復旧工事に係わる支給材料費、請

負費、委託費、路面復旧費等の工事費及び設計監督費の合計額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、損傷の発生に関して、負担義務者の行為に競合する他

の要因が存在する場合には、前項の合計額に当該他の要因の占める割合を乗じて得

た額を、前項の合計額から控除する。 

 

（負担義務者間の負担割合） 

第６条 損傷について、負担義務者が複数である場合、それぞれの負担義務者に負担させ

るべき損傷負担金の額は、損傷の原因となった行為の態様、期間等を基準とし、損

傷の原因となった程度に応じて、前条の規定により算出した損害負担金の額を配分

して定める。 

 

 （損傷負担金の徴収等） 

第７条 損傷負担金は、当該復旧工事の設計時において算出した起工額（以下「設計金額」



という）に基づき、施工前に徴収する。ただし、緊急施工等の必要により、設計金

額に基づき、徴収することが困難な場合には、当該復旧工事の竣工後の精算金額に

基づき、徴収することができる。 

２ 損傷負担金は、当該復旧工事の竣工後の精算金額に基づき、これを確定する。 

３ 第１項本文の場合における設計金額に基づき徴収した額と、工事竣工後の精算金

額に基づき確定した額との間に差額が生じたときは、その差額を追徴し又は還付す

る。 

４ 前３項の規定により、徴収及び追徴又は還付する場合は、負担義務者に損傷負担

金の決定額、確定額等を通知しなければならない。（様式第４号） 

 

（負担義務者の施工する復旧工事の承認等） 

第８条 復旧工事等を緊急に施工する必要がある場合等で、負担義務者が自ら復旧工事を

施工する場合には、「前橋市以外の者が行う前橋市公共下水道施設工事取扱要綱」に

より申請することができる。 

  ２ 前項の規定により、承認を受けた負担義務者が当該復旧工事を完成したときは、

前条の規定にかかわらず、当該損傷負担金を負担させない。 

  ３ 負担義務者が施工する復旧工事に関し、立会い又は監督をした場合は、別に定め

るところにより当該立会い又は監督に要した費用を負担義務者から徴収することが

できる。 

 

 （要綱の適用範囲） 

第９条 すべて費用を原因者が負担し、損傷の程度が軽微で復旧が容易である等、管理者

が特別な事務手続きを必要としないと判断した場合にはこの限りではない。 

 

 （補則） 

第１０条 この要綱の定めない事項については、そのつど前橋市公営企業管理者が定める。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から適用する。 


